
核燃料サイクルを考えるシンポジウム実行委員会 対政府要請行動 

 

日時：2025 年 5 月 27 日（火）15：00～16：00 

場所：衆議院第二議員会館第３会議室 

政府側出席者： 

 資源エネルギー庁・核燃料サイクル産業課 ２名 

 資源エネルギー庁・放射性廃棄物対策課 １名 

 （政府側出席者は名前を出さないことが開催の前提とされた。） 

 

●国会議員あいさつ：山崎 誠（衆議院議員） 

 原子力政策は残念ながら矛盾に満ちている。想定していることが実現可能なのか。実現で

きないことを掲げてただただ突き進んでいくということではないか。今日の要請の内容に

ついても、１回しっかりと立ち止まって、科学的知見や国民の合意に基づいて、方向転換も

含めて決めていかなければならない。政治の責任だと思っている。今日の議論をベースにし

て、そうした方向転換を実現したいと思うので、よろしくお願いします。 

 

●実行委員会あいさつ：谷 雅志（原水爆禁止日本国民会議） 

 「核燃料サイクルを考えるシンポジウム」を 4 月 12 日に東京で開催した。なぜ開催した

かと言うと、核燃料サイクルの原子力政策の中での位置づけを市民がまだ理解できていな

いところがあるのではないかという意識と、核燃料サイクルの問題が青森に押しつけられ

ている側面はないかという意識があった。私たちは圧倒的に電力消費量が多い関東近辺に

いて、電力を生み出している地域に負担をかけるやり方について、今一度ここでしっかり考

える機会を持ちたいという思いで、あえて名前は「核燃料サイクルを考える」という形にし

た。多様な考えの皆さんが集う中で、まずは一緒に考えましょうということをシンポジウム

の中で呼びかけた。4 月 12 日には 300 人が集まり、いろいろな話を聞いたり意見交換をし

たりした。今日はシンポジウムの実行委員会を作ってきたメンバーで、現状の理解について

政府の皆さんと一緒に確認させていただきたいのと、私たちとしては核燃料サイクルはも

う厳しいと思っているので、そういった視点からの意見も含めて要請と、その後にやりとり

をさせていただけたらと思っている。今日は 60 分ということで時間をいただいている。こ

の１時間が活発な議論の場となり、お互いの思いをしっかり出せる場となるよう、よろしく

お願いします。 

 

●要請文読み上げ・手交 

 

●要請に対する回答：資源エネルギー庁 核燃料サイクル産業課 

１．我が国においては資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化、有害度低減等の観



点から、一貫して核燃料サイクルの推進を基本的方針としている。本年２月に閣議決定した

第７次エネルギー基本計画においてもその旨を記載しており、この方針の見直しは考えて

いない。こうした国の基本的方針のもと、各原子力事業者は原子力発電所の使用済み燃料に

ついて、全量を再処理し、取り出されるプルトニウム等を有効利用することを基本的方針と

していると承知している。 

 その上でエネルギー政策の議論においては、様々な意見をお伺いしながら検討を進める

ことが重要であると考えている。このため、今回閣議決定した第７次エネルギー基本計画の

議論に当たっては、審議会資料や議事録は全て公開するとともに、パブリックコメントを実

施し、様々な意見を伺っている。引き続き、核燃料サイクルを含めてエネルギー政策につい

て、様々な機会を通じて丁寧な対話を進めて参りたい。 

 

２．資源エネルギー庁では本年２月に発電コスト検証ワーキンググループを実施している。

その中で核燃料サイクルのコストについては、全体で 1.9 円/kWh と示している。内訳は、

ウラン燃料のコストが 1.1 円/kWh、MOX 燃料のコストが 0.1 円/kWh、再処理のコストが

0.6 円/kWh、高レベル放射性廃棄物処分のコストが 0.0 円/kWh、中間貯蔵のコストが 0.1

円/kWh。 

 

３．使用済み MOX 燃料については、国内外の既存の施設で試験的に再処理した実績があ

り、技術的には再処理は可能。使用済み MOX 燃料の再処理については、今回の第７次エネ

ルギー基本計画において、国際連携による実証研究を含め、2030 年代後半を目途に技術を

確立すべく研究開発していくと記載している。こうした取り組みを進めつつ、再処理により

回収されるプルトニウム等を原子力発電所で有効利用するプルサーマルについても引き続

き推進していく。我が国においては一貫して核燃料サイクルの推進を基本的方針としてお

り、こうした国の基本的方針のもと、各原子力事業者は原子力発電所の使用済み燃料につい

て、全量を再処理することが基本的方針であると承知している。そのため六ヶ所再処理工場

か、いわゆる第二再処理工場かには関わらず、全ての使用済み燃料が適切に着実に再処理さ

れることが重要であると考えている。これを踏まえて再処理等拠出金の単価の算定に当た

っては、全ての使用済み燃料を対象として再処理等業務を行うために必要とする費用の長

期的な見通しに照らして、当該業務を適正かつ着実に実施するために充分なものとするこ

ととなっている。 

 

４．六ヶ所再処理工場は核燃料サイクルの中核施設。その竣工に向けて現在、検査の進捗に

応じて追加的な人材確保を機動的に調整するよう、官民一体で責任を持って取り組んでい

る。また六ヶ所再処理工場では、放射線量が高く通常作業員の立ち入りが困難なエリアにつ

いて、遠隔操作による保守が可能。万が一セル内の入室が必要な場合においては除染等を行

い、直接保守が行える設計となっていると認識している。その上で日本原燃は、機器の健全



性や経年劣化等の状況を定期的に事業者検査等により確認し、必要に応じて部品や装置の

交換を行いながら、原子力規制委員会によって技術基準に適合していることの確認を受け

ることを前提に、保守・修理をしていくと承知している。 

 

５．繰り返しで恐縮だが、我が国においては使用済み燃料を再処理して回収されるプルトニ

ウム等を原子力発電所で有効利用する核燃料サイクルを基本的方針としている。その上で

プルサーマルについては電気事業連合会がプルサーマル計画を公表している。民間事業者

が作成した計画の実現可能性については、まずは事業者が対応していくということになる

が、国としては交付金制度や国民への丁寧な説明などを通じてプルサーマルの一層の推進

に取り組んでいく。 

 

６．冒頭申し上げたが、核燃料サイクルを初め、エネルギー政策の議論においては、しっか

りと様々なご意見を伺いながら検討することが重要であると考えている。その上で、第７次

エネルギー基本計画の議論に当たって審議会の資料等を全て公開するとともにパブリック

コメントを実施しているので、ご指摘のような公開討論会の開催は現在想定していない。 

 

●関連した質疑応答 

 

質問者： 

 まず１点目、資源の有効利用が大前提という回答だと理解した。そこで２点確認したい。

今、ふげんの使用済み燃料をフランスで再処理する計画が進められており、そこで回収され

たプルトニウムはフランスに譲渡する計画になっていたと思う。これは資源の有効利用と

いう観点とどう関連するのか。もう１点、全量再処理と言うが、福島第一原発のデブリも再

処理するつもりなのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 ふげんの使用済み燃料再処理をフランスに委託しプルトニウムを譲渡する事業について

は承知しているが、具体的な事業の背景や目的は文科省に聞くのが適切だと思う。自分は詳

細な背景などを承知していないので、回答は差し控える。 

 

質問者： 

 資源の有効利用という観点では、プルトニウムは資源であると経産省は認識しているは

ず。有効利用が核燃料サイクルの大前提だと説明された。なぜ JAEA のプルトニウムを民間

に譲渡するなど考えられなかったのか、どう考えているのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 



 プロジェクトの詳細なところを承知していないので答えにくい。具体的な背景や物質の

状態を承知していないので、回答は差し控える。 

 

質問者： 

 もし良かったら書面で回答いただけるか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 承知した。 

 デブリの再処理については、東京電力の中長期ロードマップ［発言ママ]の方で使用済み

燃料の扱いについて検討されると承知している。 

 

質問者： 

 放射性廃棄物対策課の所掌だと思うが、デブリを最終処分するとしても今は最終処分法

上、再処理したガラス固化体か TRU 廃棄物しか最終処分できない状況。法律にのっとって

デブリを取り扱うとすると再処理する以外に選択肢はない。どうなるのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 ご懸念は承知した。現時点で可能な回答としては、東電が示している中長期ロードマップ

［発言ママ]を踏まえて検証・検討していくと承知している。 

 

質問者： 

 国は 2051 年までに福島第一原発の廃炉をする計画を立てていると思う。計画上はデブリ

が外に出てくることになっている。出てきた後どうするかについて当然計画を立てる必要

がある。一方デブリの性状から六ヶ所再処理工場で再処理するのは無理。前段階で何らかの

処理が必要だが六ヶ所ではできないので、かなりのコストと被ばくが見込まれる。その状態

で本当に再処理する必要があるのか、ぜひ検討して欲しい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 勉強させていただく。 

 

質問者： 

 JAEA の事業は研究開発ということで文科省の所掌とのことだが、今問題になっているの

は、イギリスに 21.7 トンのプルトニウムがある。イギリスには MOX 燃料を作る工場がな

い。日本政府は明らかにしていないが、プルトニウムを準国産エネルギーと位置づけている

なら日本に返還するのが道理と理解して良いか。 

 



エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 イギリスには日本の各電力会社が保有するプルトニウムがある。イギリスにあるプルト

ニウムについては日英政府間と事業者間で協議中。現時点では、政府として核不拡散に留意

しながら協議を続けているところ。 

 

質問者： 

 協議ではなく、認識としてどうなのかと聞いている。今まで、日本はエネルギー資源が足

りないから準国産エネルギーと位置づけてプルトニウムを作ってきた。それを手放したら

今までやってきたことと矛盾するのではないか。政府の認識は、準国産エネルギーとして返

還すべきということか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 戻すべきかどうかも含め、現時点で決まったものはない。プルトニウムの扱いについては

現在協議をしているところ。 

 

質問者： 

 国の基本方針は準国産エネルギーを六ヶ所で作って使うという話だった。エネルギー安

全保障上の問題からしても、プルトニウムをエネルギーとして使うということは国の元々

の路線なのではないか。それが協議で簡単に揺らいで良いのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 我が国において核燃料サイクルの基本方針に変わりはない。イギリス政府と民間事業者

間で協議しているところではあるが、核燃料サイクル推進に影響を与えるものではないと

承知している。 

 

質問者： 

 民間が判断して良いことではないだろう。イギリスが処分場を作るから使ってください

と言ったときに、民間が勝手にそれに乗ったら、政府が国策民営で進めてきた政策が揺らい

でしまうのでは。そんなに簡単にプルトニウムを廃棄できるなら全量再処理する必要もな

い。世界の流れもワンススルー。あえてプルトニウムを取り出すならそれなりに日本政府の

考えがあるのだろうから、民間の動向を見てでなく政府の方針はどうかと聞いている。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 政府としては核燃料サイクル政策の推進という基本的な方針に変わりはない。プルトニ

ウムについては核不拡散の観点も配慮する必要があるので、事業者間だけではなく日英政

府間でも現在協議を進めている。 



 

質問者： 

 ２点目、サイクルのコストについて。コスト検証ワーキンググループの資料を見たが、よ

く分からない。六ヶ所再処理工場はこれまで 40 年運転として検討してきたが、今回 40 年

以上運転するというように計画を変えた。操業を延長すると操業コストがかかるだろうし、

40 年以上の運転で施設の改修等の費用も当然かかると思うが、それは含まれているのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 コスト検証ワーキンググループで再処理費用については2024年６月に経済産業大臣が認

可した再処理等拠出金単価を元にしてワーキンググループでの単価に反映している。 

 

質問者： 

 同じ資料の中で矛盾したものが出てきている。六ヶ所再処理工場の運転を延長する計画

を出している一方で、2024 年の拠出金の算定においては運転延長を考えていなかったので

その費用は含まれていないと思う。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 NuRO による再処理等拠出金の算定に当たっては、六ヶ所再処理工場の長期に渡る事業

の性質も踏まえて単価を決定していると理解している。 

 

質問者： 

 それはウソ。拠出金単価算定に当たり総コストを計算していると思う。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 具体的算定方法については言及を差し控える。 

 

質問者： 

 これまでも全体の計算に基づいて単価を設定してきた。今回のコスト算定に当たって

2024 年の数字、エネルギー基本計画の議論をする前の数字を使っているのに、いつまで運

転するか分からない六ヶ所再処理工場のコストがなぜ算定できたのか、全く理解できない。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 繰り返しになるが、NuRO による再処理等拠出金単価をコスト検証ワーキンググループ

でも使用している。 

 

質問者： 



 それは良いが、今回エネルギー基本計画の中で、六ヶ所再処理工場を 40 年超運転すると

いう、これまでなかった方針が出された。ならば当然コスト検証ワーキンググループの検証

にもそれが反映されなければならないが、コスト検証ワーキンググループで使っている六

ヶ所再処理工場のコストは 40 年操業を前提とした計算だった。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 40 年操業か、その後第二再処理工場を使うのかというのも踏まえて NuRO は試算してい

ると理解している。 

 

質問者： 

 40 年後に第二再処理工場を作る前提で計算していたとは思うが、第二再処理工場を作る

かどうかも分からない。第二再処理工場は使用済み燃料の発生量がよく見えないことから

当面作らないということで、六ヶ所再処理工場で MOX 燃料の再処理施設も 2030 年代後半

以降に作るかどうか検討するという話だったと思う。したがってコストが見えない状況の

中で計算されている。先ほど、核燃料サイクル全体のコストについて明確な数字が出てくる

ような言い方をされたが、そんな明確な数字が出てくるわけがないということを聞きたい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 一定の仮定を置いて計算した数字。既存の数字、2024 年６月の単価を使ったところ先ほ

どの数字が出てきた。 

 

質問者： 

 核燃料サイクル全体のコストの想定を今できない状態なのではないか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 今年２月に算定はしたが、その後事業変更があった場合については、別途感度分析を行っ

ており、そちらで見ると理解している。 

 

質問者： 

 私たちが求めているのはそういうことではなく、コスト全体の想定をもう一度算定し直

した方が良いのでは。例えば 2012 年か 2011 年にやったサイクルコスト検証小委のような

ものをいっぺんちゃんとやり直した方が良いのでは。かなり状況が変わってきた。第二再処

理工場を作るというのも見えない状態になってきている中で、もう一度きちんとした第三

者レビューを受けた方が良いのではないかと思う。結局コスト検証ワーキンググループで

やっているのは NuRO が作ってきた数字を元に若干感度分析も入れて計算しただけ。それ

をちゃんとレビューしたわけではないという状態だと思う。 



 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 ご認識は正しいかと思う。第三者レビューを受けるべしというのは、いただいた要望から

読み取れなかったので検討はしていないが、ご意見は受け止めさせていただく。 

 

質問者： 

 ぜひ検討して。 

 

質問者： 

 この間の核燃料サイクルの様々なコストの流れを見ていると、再処理工場は当初 7600 億

円と言ったのが今３兆円になっている。今後、今の想定がどんどん増えたときに、どの時点

で核燃料サイクル全体を見直すことになるのか非常に心配。毎日新聞には 22 兆円超と出て

いる。昔経産省の若手の人たちが「19 兆円の請求書」というのを出したのもご存じだと思

う。六ヶ所再処理工場がまだ完成していない時点でこの値段。まだまだ増えてくる可能性が

あるときに、私たちは一体どこまでそれを負担しなければならないのか。これは全量再処理

をやめない政府の責任。直接処分の研究も一向にされていない。その中で私たちはどういう

選択肢を持ち得るのか。私たちはそういう危機感から、ぜひ皆さんの真意を聞きたいという

ことで公開討論会と言った。皆さんは、公開しているから、パブリックコメントを求めてい

るから良いんだ、丁寧に説明、と言うが、本来はこの事業のことをもっと国民にアピールし

て、これから進めて良いのかも含めて立ち止まって考えるべきではないかというのが、私た

ちの今回の質問の趣旨。そのことを受けないということは、事業者ではなく政府の責任だと、

当然私たちは解釈すべきだと思う。事業費が膨れ上がり、いつ引き返す決断ができるのかも

私たちは分からない。負担は私たち消費者。地域の人たちには危険性も負担させている。今

後のコストの増大について、全て事業者の責任になるのか、責任のありかを教えて欲しい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 責任のあり方については、国として核燃料サイクルを推進する方針をとっているので、国

ももちろんしっかり対応すべく、六ヶ所再処理工場の竣工に向けた取り組みを含め、核燃料

サイクル政策に向けた事業者の指導や、プルサーマルを進めるべく交付金を作るなど、国と

しても取り組んでいる。その上で、主体となる事業者にも、六ヶ所再処理工場の安全性確保

に向けた取り組みなどの責任もあると認識しており、どちらが強い弱いではなく、国と事業

者がそろって進めていくものだと承知しているので、しっかり取り組んでいく。ご指摘され

た広報、国民理解、丁寧な説明が欠けているのではないかという点については、サイクル産

業課で広報誌を発行しているが、まだ至らない点があるかと思った。広報誌だけでなく他の

手段もあるのか、直接丁寧なご説明をするという点についても、しっかり検討したい。 

 



質問者： 

 ３点目、使用済み MOX 燃料の再処理は技術的に可能とのことだが、1997 年に動燃事業

団が、サイクル回数は１～２回が限度だというレポートを出している。つまり、プルサーマ

ルだけであれば、使用済み MOX 燃料を１回再処理したとしても、最終的に直接処分しなけ

ればどうしようもない状態に行き着く。高速炉の計画を立てているだろうが、具体的にはで

きるかどうか分からない。経産省はよく「仮定のことは言うな」と言うが、仮定のことを言

っているのは経産省だと思っている。できないかもしれない不確定性がある中で、使用済み

MOX 燃料の再処理をする、出てきたものは経済的にも良くないのはご承知のとおり。そう

いうものを本当にやるのか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 技術的背景は確認させて欲しい。その上で、使用済み MOX 燃料の再処理実証研究に今取

り組んでいるところ。まずはその結果を踏まえて、今後どうするか、核燃料サイクルの全体

の方針や、高速炉は担当でないので詳細は分からないがそちらの取り組み、進捗も踏まえて、

検討するものと承知している。 

 

質問者： 

 現在、使用済み燃料が大量に余っており、六ヶ所再処理工場は動いておらず、プルトニウ

ムが余っている中で、使用済み MOX 燃料をあえて再処理しなければならない理由はなぜ

か。技術的に先が見えてから再処理する選択肢もあると思うが。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 我が国として核燃料サイクル政策を推進する方針をとっているので、ウランを１回装荷

した使用済み燃料を再処理するべく、まず六ヶ所再処理工場の竣工に取り組んでいる。その

上で、使用済み MOX 燃料についても、国の基本的方針にのっとって再処理すべく、実証研

究に取り組んでいる。 

 

質問者： 

 使用済み MOX 燃料の再処理は、以前東海でも少し行ったことがある。今、実証研究と称

しているが、実態は使用済み燃料対策をやっているだけのように見える。乾式貯蔵の能力を

高めるなどの選択肢もあると思うが、国際公約でプルトニウムをこれ以上増やさないとし

てきた中で、あえて巨額の費用をかけてフランスで再処理をしてプルトニウムを増やすの

か。再処理すると大量の放射性廃棄物も出る。環境負荷もかけながら再処理を行う必要があ

るのか。ぜひ再考して欲しい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 



 東海でも一度使用済み MOX 燃料の再処理を少し行ったのは承知している。今回フラン

スに持っていくのは、今年閣議決定したエネルギー基本計画において使用済み MOX 燃料

の再処理について、再処理工場の許認可取得などへの適用を想定したデータの充実化も見

込んで実証研究に取り組んでいる。今後その取り組みが実のあるものとなるよう、国として

も取り組んでいく。 

 

質問者： 

 やって欲しいと言っているのではなく、再考して欲しい。 

 もう一点、六ヶ所再処理工場は遠隔で部品の交換が可能とのことだが、東京電力の「中越

沖地震の耐震バックチェックへの反映」という公表された資料の中で「六ヶ所再処理工場は

450 ガルで耐震バックチェックを終了、仮に 680 ガルで入力した場合、レッドセル内の機器

が要補強となるがアクセス困難」と報告されている。今六ヶ所再処理工場は 700 ガルの対

応だと思うが、どうやってアクセスするのか。機械には当然、遠隔で処理できる範囲とでき

ない範囲があり、できない範囲になってしまっているのではないか、という質問が一点。 

 それから、私は原子力小委員会の委員もやっているが、そこで質問しても答えてもらえな

かったことをここでも確認したい。「40 年後に交換不可能となるものはない」と日本原燃か

ら回答を得たので、40 年以上運転しても大丈夫という話になったと理解している。一方、

先日ノルマルドデカンが漏洩する事故が起きた。六ヶ所のウラン濃縮工場でも似たような

配管からの液漏れが何回か起きている。施設がかなり老朽化しており、対処できていないの

ではないか。日本原燃は似たようなことを何度も繰り返している。この事業者にウラン濃縮

や再処理といった機微技術を取り扱う能力があるのか。経産省はどのように監督している

のか。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 セル内においても直接保守が行える設計にしていると承知しているが、技術的なところ

までは勉強不足で申し訳ない。 

 

質問者： 

 できると言うなら、それくらいは裏を取るべき。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 勉強させていただく。機器等の劣化やメンテナンスについて、部品交換は必要になってく

ると思う。安全性を確保した上で、老朽化した部品や、全体のフローが健全に動いているか

どうかなど、原子力規制委員会の基準に適合していることを前提に、保守・修理していくも

のと承知している。 

 



質問者： 

 経産省は安全性を監督しているわけではないと思うが、再処理機構を通じて六ヶ所再処

理工場に委託している形になるので、再処理機構を強力に監督して欲しい。何回も失敗して

ウソをついている事業者の言っていることを受け止めてそれが政策になっているのは不健

全。ぜひきちんと監督して欲しい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 私たちも事業者の説明をうのみにするだけでなく、こちらとしても懸念点を事業者に伝

えて報告させるなど随時行っている。併せて現在、副社長級の会議体、使用済燃料対策推進

協議会の幹事会というところで、日本原燃の審査の状況やその他各社の取り組みを報告さ

せ、必要があれば国としても事業者に要請している。 

 

質問者： 

 要請の６点目の公開討論会について、検討する気がないようだが、広報誌はどこで手に入

るのか。2001 年に原子力委員会と核燃料サイクルの問題で反対派も含めて青森でシンポジ

ウムを行い、地元紙の一面に大きく載った。どこが問題なのかを皆で明らかにすることも広

報になるのでは。この６点目、逃げないで考えて欲しい。 

 

エネ庁・核燃料サイクル産業課： 

 承知した。課内で検討する。 

 

司会： 

 書面回答の点、検討いただく点、どうぞよろしく。 

 

（まとめあいさつは時間の関係で省略し、終了） 


